
平成 20年度富山県の財務諸表 

 

本県では、資産の状況や資産形成の財源である負債、正味財産の状況等を明らかにするため、

平成 13 年 3 月に総務省において公表した「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研

究会報告書」に基づき、「普通会計バランスシート」及び「行政コスト計算書」を作成、公表

してきました。 

 平成 20年度決算からは、平成 18年 8月に総務省において示された「地方公共団体における

行政改革の更なる推進のための指針」に基づき、財務 4 表（貸借対照表、行政コスト計算書、

純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成することにしています。 

 なお、作成に当たっては、「新地方公会計制度実務研究会報告書」で示された作成手法のう

ち、「総務省方式改定モデル」により作成しています。 

 

≪作成書類≫ 

○貸借対照表 

 

 

○行政コスト計算書 

 

 

○純資産変動計算書 

 

○資金収支計算書 

保有する資産の状況や資産形成の財源である負債等のストック状

況について示しています。発生主義等の観点を取り入れ、計上方

法を見直しています。 

一会計年度における行政サービスのコスト（人的サービスや給付

サービスなどの資産形成につながらないもの）とその対価として

の使用料等の収入を示しています。 

貸借対照表の「純資産の部」（資産－負債）が 1 年間でどのように

増減したかを示しています。 

一会計年度において、各種事業を実施するために出入りした資金

（現金）の流れを示しています。 

 

≪対象範囲≫ 

 ○普通会計ベース（一般会計及び以下の特別会計） 

・物品調達等管理特別会計 ・公債管理特別会計 ・収入証紙特別会計 

・母子寡婦福祉資金特別会計 ・中小企業活性化資金特別会計 

  ・農業改良資金特別会計 ・沿岸漁業改善資金特別会計 ・林業振興・有峰森林特別会計 

  ・奨学資金特別会計 ・公共用地先行取得事業特別会計 

 ○連結ベース 

   上記普通会計に加え、公営企業会計（５会計）、その他特別会計（４会計）及び富山県

が出資する法人のうち、住宅供給公社、道路公社、土地開発公社（地方三公社）、富山県の出

資比率が 2分の 1以上の法人を対象（連結対象会計は別紙参照）。 

 

≪基準日≫ 

 平成 21年 3月 31日（平成 20年度末） 

 

≪基礎数値≫ 

  総務省の基準に基づいた各年度の決算額（全国的に統計が整備された昭和 44年度以降の 

もの）に、発生主義等の観点等の取扱いを加味して算出 

 なお、今後、より実態に沿った数値に見直すなど段階的に整備していく予定であり、引き 

続き充実を図ることにしています。 



 

≪現行モデルと総務省方式改定モデルの主な変更点≫ 

財務書類名 区分 主な変更点 

貸借対照表 資産 

の部 

・有形固定資産区分の変更 

（「労働費、農林水産業費、商工費」→「産業振興」等） 

・資産の耐用年数の変更 

（「林道、道路、街路 15年 → 48年」等） 

・有形固定資産から売却可能資産を抽出・計上 

・回収不能見込額を計上 

負債 

の部 

・既に確定した債務とみなされるもの等について、今後の支払 

予定額を「長期未払金」及び「未払金」として計上 

行政コスト 

計算書 

コスト ・「物にかかるコスト」は、減価償却方法の見直しにより計上額 

を変更 

収益 ・「使用料・手数料」など受益者負担のかかるもののみ計上。県 

税や国庫支出金などは、「純資産変動計算書」に移動 

純資産変動計算書 ・新規作成 

資金収支計算書 ・新規作成 

 

≪財務 4 表の相関関係≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※金額は平成 20年度の普通会計ベースの決算額 

純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

資産 

2兆 9,788億円 

 

（うち歳計現金） 

138億円 

資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

負債 

1兆 2,579億円 

 

 純資産 

1兆 7,209億円 

収入 5,220億円 

｜ 

支出 5,228億円 

 

当年度歳計現金増減額 △8億円 

＋ 

期首残高 147億円 

 

期末残高 138億円 

行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

経常行政コスト 3,909億円 

｜ 

経常収益 164億円 

 

純経常行政コスト 3,745億円 

期首残高 1兆 7,516億円 

｜ 

純経常行政コスト 3,745億円 

＋ 

一般財源、補助金等受 3,430億円 

＋ 

臨時損益、科目振替等 8億円 

 

期末残高 1兆 7,209億円 



Ⅰ 普通会計財務諸表 

１ 貸借対照表 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 965,714,057

①生活インフラ・国土保全 2,071,832,128 (2) 長期未払金

②教育 174,975,563 ①物件の購入等 0

③福祉 14,085,126 ②債務保証又は損失補償 0

④環境衛生 14,354,222 ③その他 0

⑤産業振興 472,867,025 長期未払金計 0

⑥警察 30,603,874 (3) 退職手当引当金 144,129,121

⑦総務 21,628,555 (4) 損失補償等引当金 15,159,144

有形固定資産合計 2,800,346,493 固定負債合計 1,125,002,322

(2) 売却可能資産 426,679

公共資産合計 2,800,773,172 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 108,753,284

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 53,417,370 (4) 翌年度支払予定退職手当 16,391,754

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 7,753,731

投資及び出資金計 53,417,370 流動負債合計 132,898,769

(2) 貸付金 51,689,718

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 1,257,901,091

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 22,372,517

③土地開発基金 9,380,105

④その他定額運用基金 9,773,312 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 729,228,064

基金等計 41,525,934

(4) 長期延滞債権 3,017,210 ２　公共資産等整備一般財源等 1,541,389,630

(5) 回収不能見込額 △ 582,496

投資等合計 149,067,736 ３　その他一般財源等 △ 555,664,117

３　流動資産 ４　資産評価差額 5,979,891

(1) 現金預金

①財政調整基金 2,161,157 純　 資　 産　 合　 計 1,720,933,468

②減債基金 11,802,646

③歳計現金 13,842,639

現金預金計 27,806,442

(2) 未収金

①地方税 1,407,622

②その他 108,412

③回収不能見込額 △ 328,825

未収金計 1,187,209

流動資産合計 28,993,651

資　　産　　合　　計 2,978,834,559 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,978,834,559

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 103,687,412 千円

②教育 14,268,770 千円

③福祉 34,341,438 千円

④環境衛生 12,108,105 千円

⑤産業振興 161,357,632 千円

⑥警察 329,071 千円

⑦総務 33,755,866 千円

計 359,848,294 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 108,679,509 千円

②地方債 167,314,000 千円

③一般財源等 83,854,785 千円

計 359,848,294 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 15,500,771 千円

②債務保証又は損失補償 47,500,316 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 32,369,500 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち594,211,000千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報 普通会計の将来負担額 1,258,367,303 千円

　　　（貸借対照表に計上したものを含む） [内訳]　普通会計地方債残高 1,048,826,590 千円（うち負債計上額　1,016,871,497千円）

　　　　債務負担行為支出予定額 1,221,545 千円（うち負債計上額　0千円）

　　　　公営事業地方債負担見込額 32,639,149 千円

　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円

　　　　退職手当負担見込額 160,520,875 千円（うち負債計上額　161,190,391千円）

　　　　第三セクター等債務負担見込額 15,159,144 千円（うち負債計上額　11,388,654千円）

　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

基金等将来負担軽減資産 622,269,002 千円

[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 25,423,094 千円

　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 18,624,297 千円

　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 578,221,611 千円

(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 636,098,301 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は492,427,358千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は1,802,636,341千円です。

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

 



 

作成手法・用語解説 

 

項 目 内 容 

【資産の部】 

公共 

資産 

有形固定資産 ・取得原価（普通建設事業費）を計上し、土地以外については減価

償却を実施。 

・減価償却については、残存価格ゼロの定額法により算出。また、

従来の「資産を取得した当該年度から償却」から、「資産を取得し

た翌年度から償却」に変更。 

・耐用年数は、「新地方公会計制度実務研究会報告書」で示された耐

用年数表に基づき、次のとおり変更。 

 「林道」「道路」「街路」15年 → 48年 

 「海岸保全」50年 → 30年  「港湾」50年 → 49年 

売却可能資産 ・平成 20 年度決算においては、有形固定資産のうち、「予算におい

て財産収入として措置されている公共資産」及び「県の県有地の

有効活用に関する部局長会議において売却予定とされている土

地」について、時価評価を実施し計上。 

・今後は、段階的に拡大していくことを検討 

投資 

等 

投資及び出資 

金 

・時価及び実質価額により算出。 

・連結対象団体及び会計に対する市場価格のないものについて、実

質価額が著しく低下した場合（30％以上）は、取得価額との差額

を投資損失引当金として計上 

貸付金 ・年度末貸付残高から、貸付金元金収入未済額を控除した額 

基金等 ・「特定目的基金」、「土地開発基金」等の残高 

長期延滞債権 ・未収金のうち、１年以上の延滞債権 

回収不能見込

額 

・貸付金及び長期延滞債権のうち、過去の実績（過去５年間の不能

欠損額等）からの推計で回収困難と見込まれるもの 

流動 

資産 

現金・預金 ・基金のうち流動性の高い「財政調整基金」及び「減債基金」と形

式収支（単年度の歳入総額－歳出総額）の歳計現金 

未収金 ・地方税及びその他の収入について、当該年度中に収入されなかっ

たものを計上。ただし、１年以上延滞しているものは長期延滞債

権で計上。なお、回収不能見込額の考え方は、前述と同じ。 

【負債の部】 

固定 

負債 

地方債 ・年度末における県債残高から翌年度の元金償還予定額を控除した

額。（満期一括償還分を計上） 

長期未払金 ・既に確定した債務とみなされるもの（貸付金利息等）について、

未払いとなっているもの 

退職手当引当

金 

・年度末に全職員が自己都合により退職したと仮定した場合に必要

となる退職手当のうち、翌年度支払予定の退職手当を控除した額 

損失補償等引

当金 

・履行すべき額が確定していない損失補償債務のうち、財政健全化

法上将来負担として算定したもの 

 



流動 

負債 

翌年度償還予

定地方債 

・県債残高のうち、翌年度の元金償還予定額 

短 期 借 入 金

（翌年度繰上

充用金） 

・形式収支（歳入総額－歳出総額）がマイナスの場合、その絶対額 

未払金 ・前述の「長期未払金」で控除した翌年度の支出予定額 

翌年度支払予

定退職手当 

・前述の「退職手当引当金」で控除した翌年度支払予定の退職手当

額 

賞与引当金 ・翌年度支払予定の賞与（期末勤勉手当）のうち、当該年度分（6

月賞与のうち 12～3月の 4月分）相当額 

【純資産の部】 

公共資産等整備国庫

補助金等 

・公共資産や投資等の資産形成に充てられた国庫補助金等 

公共資産等整備一般

財源等 

・公共資産や投資等の財源のうち、国庫支出金、地方債及び債務負

担行為以外のもの 

その他一般財源等 ・「資産合計－負債合計－その他一般財源等以外の純資産合計」によ

り算出された額 

資産評価差額 ・資産の部における「売却可能資産」や「投資及び出資金」の時価

評価により生じた取得価格との差額等を計上。 

 

 

 概 要  

 

 平成 20 年度末の本県の資産合計額は 2 兆 9,788 億円となっています。内訳は、県民の生活

基盤である道路等のインフラや学校などの教育施設が含まれる「公共資産」が約 2兆 8,008億

円（構成比 94.0％）で、そのうち「有形固定資産」が 2 兆 8,004 億円、「売却可能資産」が約

4 億円となっています。また、投資や貸付をする「投資等」が約 1,491 億円（同 5.0％）、「流

動資産」が約 289億円（同 1.0％）となっています。 

 負債合計額は 1兆 2,579億円となっています。内訳は、県債残高は、固定負債の「地方債」

と流動負債の「翌年度償還予定地方債」を加えた合計額で、1兆 745億円（構成比 85.4％）と

なっており、19年度末に比べ、576億円の増となっています。また、退職手当引当金は、1,441

億円となっています。 

資産から負債を差し引いた純資産は 1 兆 7,209 億円です。なお、「その他一般財源等」はマ

イナスになっていますが、これは、「公共資産整備等国庫補助金等」「公共資産整備等一般財源

等」が公共資産等の整備に充当済みの「拘束された純資産」であるのに対し、「その他一般財

源等」が「将来自由に使用できる純資産」であるものの、「退職手当引当金」などの資産形成

を伴わない負債に対し相当する積立等がなされていないことによります。県の会計では通常マ

イナスになるものとされています。 

 なお、県民一人当たりに換算すると、資産合計は約 270万円、負債合計は約 114万円となり

ます。 

 

 ※県民人口は、1,101,292人（平成20年10月１日現在。「平成20年富山県の人口」）として試算。 

 



 

 貸借対照表を用いた財務分析  

 

（１）社会資本形成の世代間負担比率 

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比

公共資産合計 2,941,570 100.0% 2,800,773 100.0%

純資産合計 1,908,449 64.9% 1,720,933 61.4%

地方債残高 1,016,871 34.6% 1,074,467 38.4%

※平成19年度末の数値は、減価償却手法を平成20年度決算ベースに合わせたもので試算

※地方債残高は、固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償還予定地方債」の合計

平成19年度末 平成20年度末
項目

 

社会資本整備の結果を示す「公共資産」に対する「純資産」及び「地方債」の割合から、こ

れまでの世代（過去及び現世代）及び今後の世代（将来世代）の負担割合を見ることができま

す。純資産による割合は、これまでの世代によって既に負担された割合を表し、地方債残高に

よる割合は、今後の世代によって負担する割合を表しています。地方債が増加しているのは、

公共資産の形成につながらない臨時財政対策債を発行したものです。 

 

（２）収入額対資産比率 

（単位：百万円）
項目 平成19年度末 平成20年度末

収入合計(a) 514,952 536,679
資産合計(b) 3,109,155 2,978,835
収入額対資産比率(b/a) 6.0 5.6
※資産合計の平成19年度末の数値は、減価償却手法を平成20年度決算ベースに合わせたもので試算
※収入合計は、「資金収支計算書」の収入総額から記載

 この比率は、本県の資産合計が収入合計（普通会計決算額）の何年分に相当するかを表すも

のです。公共資産の減価償却が進むとともに、公共事業の減等により、収入額に対する公共資

産の割合は小さくなっています。 

 

（３）有形固定資産の行政目的別割合 

（単位：百万円）

金額 構成 金額 構成 金額 率
生活・インフラ 2,161,292 73.5 2,071,832 74.0 △ 89,460 △ 4.1
教育 181,355 6.2 174,976 6.2 △ 6,379 △ 3.5
福祉 15,511 0.5 14,085 0.5 △ 1,426 △ 9.2
環境衛生 15,502 0.5 14,354 0.5 △ 1,148 △ 7.4
産業振興 511,668 17.4 472,867 16.9 △ 38,801 △ 7.6
警察 33,160 1.1 30,604 1.1 △ 2,556 △ 7.7
総務 22,951 0.8 21,629 0.8 △ 1,322 △ 5.8

計 2,941,439 100.0 2,800,347 100.0 △ 141,092 △ 4.8
※平成19年度末の数値は、減価償却手法を平成20年度決算ベースに合わせたもので試算

行政目的
平成19年度末(a) 平成20年度末(b) 増減

 

 この比率は、行政分野ごとの公共資産形成の割合を表すものです。 

 本県では、「生活・インフラ」が74.0％で最も多く、次いで「産業振興」16.9％、「教育」

6.2％となっており、構成比は前年度とほぼ同じです。 



 

２ 行政コスト計算書 
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作成手法・用語解説 

 

項 目 内 容 

【経常行政コスト】 

１人に 

かかる 

コスト 

人件費 職員等に支払われる人件費の決算額。ただし、退職手当引当

金相当額及び賞与引当金相当額は除く 

退職給与引当金繰入 当該年度における退職給与引当金の繰入相当額 

賞与引当金繰入額 当該年度における賞与引当金の繰入相当額 

２物に 

かかる 

コスト 

物件費 賃金、旅費、需用費、役務費、備品購入費、委託料等 

維持補修費 施設等の効用を維持するための維持管理に要する費用 

減価償却費 有形固定資産の減価償却相当額 

３移転 

支出的 

なコス 

ト 

社会保障給付 生活保護法等の法令に基づき、被扶助者に対して給付した額 

補助費等 市町村や民間などに対する負担金、補助及び交付金等 

他会計等への支出額 県の普通会計以外の会計に対して支出した繰出金。ただし、

貸付金等資産の増減に関する費用は除く 

他団体への公共資産

整備補助金等 

国、市町村、民間等が行う施設の新設や改良などの投資的経

費（資産形成されるもの）に対する補助金、負担金等 

４その 

他行政 

コスト 

支払利息 地方債及び一時借入金の返済時に生じた支払利息 

回収不能見込計上額 回収不能見込額の対前年度増減額 

その他行政コスト 未払金の対前年度増減額等 

【経常収益】 

使用料・手数料等 使用料及び手数料の当年度歳入決算額等 

分担金・負担金・寄附金 分担金、負担金及び寄附金の当年度歳入決算額等 

 

 概 要  

 

１ 経常行政コストの状況 

 本県の「経常行政コスト」は、総額で 3,909億円となっています。 

 性質別にみると、「人にかかるコスト」が 1,415 億円（36.2％）と最も大きくなっており、

次いで「物にかかるコスト」が 1,231億円（31.5％）、「移転支出的なコスト」が 1,091億円

（27.9％）となっています。 

 目的別にみると、教育費が 1,057億円（27.0％）と最も大きく、次いで生活インフラ・国土

保全が 848億円（21.7％）、産業振興 595億円（15.2％）となっています。 

 なお、県民一人当たりで換算すると、約 35万円となります。 

 

２ 経常収益の状況 

 「経常収益」は 164 億円で、「経常行政コスト」に対する比率は 4.2％です。つまり、経常

行政コストと経常収益の差額（「純経常行政コスト」）は 3,754億円（95.8％）となり、大部

分のコストは、受益者負担以外の税金や地方交付税などの収入により賄われているといえます。 

 なお、県民一人当たりに換算すると、約 2万円となります。 

 

 



 

３ 純資産変動計算書 
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作成手法・用語解説 

 

項 目 内 容 

期首資産残高 前年度の貸借対照表における純資産残高 

純経常行政コスト 行政コスト計算書における「純計上行政コスト」の金額 

一般財源 

 

地方税、地方交付税及びその他行政コスト充当財源の決算額に当該年度

末の未収金額を加え、前年度末未収金額を控除した額 

補助金等受入 

 

当該年度に収入のあった国庫補助金等のうち、「公共資産等整備」の財

源となったものと「行政コスト」の財源となったものに分類して計上 

臨時損益 災害復旧事業費や公共資産の売却など経常的でない特別な事由に基づ

く損益が発生した場合に計上 

科目振替 貸借対照表の「純資産の部」を構成する公共資産の整備・売却や貸付金

の実施・回収に伴う科目間の財源の移動を明示 

・公共資産を整備した場合や貸付・出資等を行った場合、その財源の 

うち補助金及び地方債以外の額を「その他一般財源等」から「公共資 

産等整備一般財源等」に振替 

・公共資産を除売却した場合や貸付・出資等の回収等を行った場合、 

その財源を「公共資産等整備国庫補助金等」、「公共資産等整備一般 

財源等」、「資産評価差額」から「その他一般財源等」に振替 等 

・公共資産の減価償却を行った場合、その財源を「公共資産等整備国庫 

補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」、「資産評価差額」から「そ 

の他一般財源等」に振替 

・公共資産にかかる地方債の償還を行った場合、「その他一般財源等」 

から「公共資産等整備一般財源等」に振替 

資産評価替えによ 

る変動額 

有形固定資産等の時価評価による評価替えを行った際に生じた取得価

格との差額等 

無償受贈財産受入 無償で土地などの資産を受贈した場合、その評価額相当額 

 

 

 概 要  

 

期末純資産合計は約 1 兆 7,209 億円であり、平成 19 年度末から比べて約 306 億円の減とな

っています。 

 内訳は、「公共資産等整備国庫補助金等」は約 7,292 億円で、平成 19 年度末と比べ、約 116

億円の減となっています。これは、近年の公共事業等の減尐により、単年度の公共資産整備に

投入した国庫補助金等の額を、過去に整備した公共資産の減価償却による資産減耗が上回った

ことが主な要因といえます。そのほか、「公共資産等整備一般財源等」は約 1 兆 5,414 億円で

約 309億円の増、「その他一般財源等」は約 559億円の減となっています。 

「資産評価差額」は、約 60 億円の純増となっています。これは、今回から新たに導入した

分析手法であり、公共資産における「売却可能資産」の再評価や「投資・出資金」の再評価な

どにより生じた差額を計上しています。 

 なお、県民一人当たりに換算すると、純資産合計は約 156万円となります。 



 

４ 資金収支計算書 

 

（単位：千円）

人件費 144,681,057
物件費 18,470,504
社会保障給付 3,853,078
補助金等 75,068,428
支払利息 17,072,695
他会計への事務費等財源繰出支出 1,391,671
その他支出 11,291,702

271,829,135
地方税等 148,702,749
地方交付税 122,278,930
国庫支出金 30,849,181
使用料・手数料 11,595,449
分担金・負担金等 1,071,577
諸収入 6,901,166
地方債発行額 38,645,500
基金取崩額 1,884,786
その他収入 621,826

362,551,164
90,722,029

公共資産形成支出 59,312,636
公共資産形成補助金等支出 48,736,892
他会計への建設費充当財源繰出支出 40,791

108,090,319
国庫支出金 19,879,295
地方債発行額 63,795,300
基金取崩額 134,607
その他収入 5,972,626

89,781,828
-18,308,491 

投資及び出資金 82,000
貸付金 49,597,371
基金積立額 14,127,304
定額運用基金への繰出支出 17,308
他会計への公債費充当財源繰出支出 3,458,477
地方債償還額 75,634,640

142,917,100

国庫支出金 11,077,354
貸付金回収額 51,144,352
地方債発行額 3,097,133
基金取崩額 3,800,000
公共資産売却収入 337,681
その他収入 191,498

69,648,018
-73,269,082 

当年度歳計現金増減額 -855,544 
期首歳計現金残高 14,698,183
期末歳計現金残高 13,842,639

※１　一時借入金に関する情報
　①　資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
　②　平成20年度における一時借入金の借入限度額は72,513,000千円です。
　③　支払利息のうち、一時借入金利子は45,793千円です。
※２　基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　　　　　収入総額 536,679,193
　　　　　地方債発行額 △ 105,537,933
　　　　　財政調整基金等取崩額 △ 3,809,000
　　　　　支出総額 △ 522,836,554
　　　　　地方債償還額 92,707,335
　　　　　財政調整基金等積立額 832,946
　　　　　　　基礎的財政収支 -1,964,013 

支出合計

収入合計

支出合計

１　経常的収支の部

経常的収支差額

公共資産整備形成収支額

２　公共資産整備形成収支の部

３　投資・財務的収支の部

投資・財務的収支額

支出合計

収入合計

収入合計



 

作成手法・用語解説 

 

項 目 内 容 

経常的収支の部 経常的な行政活動にかかる支出、及びその財源としての地方税、地方交

付税、地方債などの資金収支 

公共資産整備収支

の部 

土地、建物等の有形固定資産の取得や売却、及びその財源としての国庫

支出金、地方債、基金取崩などの資金収支 

投資・財務的収支

の部 

外郭団体等への投資・出資や貸付、地方債の償還などの支出、及びその

財源としての国庫支出金や貸付金回収などの資金収支 

 

 

 概 要  

 

 本県の資金収支の状況は、収入合計が総額約 5,219億円、対する支出合計は総額約 5,228億

円であり、収支差額は約 9億円のマイナスとなりました。 

 「経常的収支の部」は、支出約 2,718 億円に対し、収入約 3,625 億円となっており、約 907

億円のプラスとなっています。 

 「公共資産整備収支の部」は、 支出約 1,081 億円に対し、収入約 898 億円となっており、

約 183 億円のマイナスとなっています。この不足分は、「経常的収支の部」における地方税等

の一般財源で賄われたといえます。 

「投資・財務的収支の部」は、支出 1,429 億円に対し、収入約 696 億円となっており、約 733

億円のマイナスとなっています。これは、「地方債償還額」が 約 756億円であるのに対し、「地

方債発行額」が 約 31億円であることが大きな要因であり、この不足分は、「経常的収支の部」

における地方税等の一般財源で賄われたといえます。 

 この結果、期末残高は、前期末の約 147億円から約 138億円に減尐しました。 

 なお、県民一人当たりに換算すると、収入合計総額は約 47万円、支出合計総額は約 47万円

となり、収支差額は約 1千円のマイナスとなります。 

 

 



Ⅱ 連結財務諸表 

１ 貸借対照表 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 2,265,825,497 ①普通会計地方債 963,397,574

②教育 175,027,761 ②公営事業地方債 73,950,816

③福祉 14,085,126  地方公共団体計 1,037,348,390

④環境衛生 77,508,075 (2) 関係団体

⑤産業振興 541,926,339 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 30,605,041 ②地方三公社長期借入金 10,120,196

⑦総務 21,661,718 ③第三セクター等長期借入金 16,897,055

⑧収益事業 0  関係団体計 27,017,251

⑨その他 2,882 (3) 長期未払金 3,123,626

有形固定資産合計 3,126,642,439 (4) 引当金 167,996,342

(2) 売却可能資産 2,966,442 （うち退職手当等引当金） 146,901,992

公共資産合計 3,129,608,881 （うちその他の引当金） 21,094,350

(5) その他 399,305

固定負債合計 1,235,884,914

２　投資等

(1) 投資及び出資金 47,369,913 ２　流動負債

(2) 貸付金 5,704,129 (1) 翌年度償還予定額

(3) 基金等 65,368,259 ①地方公共団体 116,460,173

(4) 長期延滞債権 3,144,993 ②関係団体 847,281

(5) その他 127,157  翌年度償還予定額計 117,307,454

(6) 回収不能見込額 △ 582,449 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 6,032,677

投資等合計 121,132,002 (3) 未払金 2,837,706

(4) 翌年度支払予定退職手当 16,391,754

(5) 賞与引当金 7,923,096

３　流動資産 (6) その他 2,972,224

(1) 資金 32,234,274 流動負債合計 153,464,911

(2) 未収金 5,926,701

(3) 販売用不動産 5,600,600 負　　債　　合　　計 1,389,349,825

(4) その他 732,322

(5) 回収不能見込額 △ 77,636 [純資産の部]

流動資産合計 44,416,261 １　公共資産等整備国県補助金等 847,772,527

２　公共資産等整備一般財源等 1,585,513,620

３　他団体及び民間出資分 1,859,124

４　繰延勘定 1,287,603 ４　その他一般財源等 △ 553,795,893

５　資産評価差額 25,745,544

純資産 合計 1,907,094,922

資　　産　　合　　計 3,296,444,747 負債及び純資産合計 3,296,444,747

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 15,500,771 千円

②債務保証又は損失補償 47,500,316 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 32,369,500 千円

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち594,211,000千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※３　有形固定資産のうち、土地は492,427,358千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は2,283,019,097千円です。

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 概 要  

 

 平成 20 年度末の本県の資産合計額は 3 兆 2,964 億円となっています。内訳は、県民の生活

基盤である道路等のインフラや学校などの教育施設が含まれる「公共資産」が約 3兆 1,296億

円（構成比 94.9％）で、そのうち「有形固定資産」が 3 兆 1,266 億円、「売却可能資産」が約

30億円となっています。また、投資や貸付をする「投資等」が約 1,211億円（同 3.6％）、「流

動資産」が約 444億円（同 1.3％）となっています。 

 負債合計額は 1兆 3,893億円となっています。内訳は、県債残高は、固定負債の「地方公共

団体」、「関係団体」と流動負債の「翌年度償還予定額」を加えた合計額で、1兆 1,817億円（構

成比 85.0％）となっています。また、退職手当引当金は、1,469億円となっています。 

資産から負債を差し引いた純資産は 1兆 9,071億円です。 

 なお、県民一人当たりに換算すると、資産合計は約 299万円、負債合計は約 126万円となり

ます。 

 

 ※県民人口は、1,101,292人（平成20年10月１日現在。「平成20年富山県の人口」）として試算。 

 

 



 

２ 行政コスト計算書 
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 概 要  

 

１ 経常行政コストの状況 

 本県の「経常行政コスト」は、総額で 4,309億円となっています。 

 性質別にみると、「人にかかるコスト」が 1,559 億円（36.2％）と最も大きくなっており、

次いで「物にかかるコスト」が 1,445億円（33.5％）、「移転支出的なコスト」が 1,035億円

（24.0％）となっています。 

 目的別にみると、教育費が 1,058億円（24.6％）と最も大きく、次いで生活インフラ・国土

保全が 947億円（22.0％）、産業振興 656億円（15.2％）となっています。 

 なお、県民一人当たりで換算すると、約 39万円となります。 

 

２ 経常収益の状況 

 「経常収益」は 511億円で、「経常行政コスト」に対する比率は 11.9％です。つまり、経常

行政コストと経常収益の差額（「純経常行政コスト」）は 3,798億円（88.1％）となり、大部

分のコストは、受益者負担以外の税金や地方交付税などの収入により賄われているといえます。 

 なお、県民一人当たりに換算すると、約 5万円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 連結対象一覧 

 
 

普通会計（11会計） 公営企業会計（5会計）

病 院 事 業 会 計

電 気 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

地 域 開 発 事 業 会 計

その他特別会計（4会計）
「 元 富 山 県 営 水 力 電 気 並 鉄 道 事 業 」
資 金 特 別 会 計

港 湾 施 設 特 別 会 計

工 業 用 地 等 管 理 特 別 会 計

流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計

県出資法人（26法人）

法人名
県出資金
（千円）

出資
割合

〇地方三公社

富山県住宅供給公社 10,000 100.0%

富山県道路公社 5,745,000 100.0%

富山県土地開発公社 11,000 100.0%

〇出資法人

(財)富山産業展示館 30,000 60.0%

(財)とやま国際センター 520,000 76.5%

(財)富山県高等教育振興財団 395,450 79.0%

(財)富山県文化振興財団 6,000 100.0%

(財)富山県女性財団 32,000 68.1%

(財)とやま環境財団 484,900 82.9%

(財)富山県健康スポーツ財団 32,000 50.0%

(財)富山会館 30,000 100.0%

(財)富山県新世紀産業機構 11,000 91.7%

(財)富山県産業創造センター 30,000 60.0%

(財)富山勤労総合福祉センター 19,000 50.0%

(社)富山県農林水産公社 266,720 81.0%

(社)富山県野菜価格安定資金協会 142,500 73.1%

(財)花と緑の銀行 4,000 66.7%

(株)富山県木材管理センター 20,400 51.0%

(財)富山県建設技術センター 3,000 100.0%

(財)立山カルデラ砂防博物館 20,000 66.6%

(財)伏木富山港・海王丸財団 25,000 59.5%

(財)富山県民福祉公園 3,000 60.0%

(財)富山県下水道公社 22,500 50.0%

(財)富山県公営企業振興団 1,000 100.0%

(財)富山県ひとづくり財団 297,500 99.2%

(財)富山県暴力追放運動推進センター 635,128 86.1%

業務概要

良好な住環境と良質な住宅の安定的供給

林 業 振 興 ・ 有 峰 森 林 特 別 会 計

奨 学 資 金 特 別 会 計

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計

呉羽ハイツ、自遊館の管理運営

野菜価格の暴落に対する価格差補給金の交付

花と緑の活動への支援、花と緑の普及啓発等

健康づくり施設及びスポーツ施設の管理運営

県内中小企業者に対する総合支援

見本市・展示会等の開催、研究開発型産業の育成

観光宣伝・物産紹介、富山県赤坂会館の管理運営

富山港等の野積場及び貯木場の管理運営

県営駐車場・ゴルフ練習場の維持管理業務

暴力団排除広報・支援、暴力相談受付、事業所の責任者講習等

農用地の売買・貸借、造林事業の実施、放流用種苗の生産等

公共工事の積算、工事管理等

港湾施設の管理運営等

立山カルデラ砂防博物館の運営、立山カルデラ見学会等

県民公園、サイクリングセンター等の管理運営

人材・子どもの育成、地域づくり等の人づくり事業の推進等教育の振興

流域下水道の維持管理等

一 般 会 計

物 品 調 達 等 管 理 特 別 会 計

公 債 管 理 特 別 会 計

収 入 証 紙 特 別 会 計

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計

中 小 企 業 活 性 化 資 金 特 別 会 計

農 業 改 良 資 金 特 別 会 計

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計

文化施設の管理運営、県民の文化・教養の普及向上等

環境保全の啓発・指導

男女協同社会の実現のための企画、調査研究等、施設の管理運営

有料道路の建設・管理

地域の秩序ある整備を図るために必要な土地等の取得・造成等

県内高等教育機関における教育研究活動の協力

国際交流活動等の推進

展示場、会議室の貸出


